第１号様式
                                                                      　 

研　修　計　画
平成　　年　　月　　日
公益社団法人大分県農業農村振興公社理事長　殿　
　住　所：
　　　　　　　　　　　　　[申請者]　　氏　名：     　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　年　　　月　　　日：　　　歳）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
農業次世代人材投資事業事務取扱要領第３の規定に基づき研修計画の承認を申請します。　
なお、第１５の規定に基づき本計画の内容を含め、本事業に係る交付対象者の情報は関係機関において共有されることに同意します。
１　農業を始めようと思った理由              
	


２　就農時に係る計画                                              

	就農希望地
	
	就農予定時期
	年　　　月

	就農形態
	□新たに農業経営を開始
□親（三親等以内の親族を含む。以下同じ。）の農業経営とは別に新たな部門を開始。

□親の農業経営を継承（研修終了後、1年以内に継承）
　□全体、□一部
□親元就農（研修終了後、1年以内に親元就農し、就農後5年以内に経営継承又は法人の（共同）経営者になること）
　□親の経営の全体を継承、□法人の（共同）経営 
　経営継承（法人の場合は経営者となる）予定時期　　年　　月

□雇用就農

	経営面積＊1
飼養頭羽数
	      a・頭・羽(合計)
	農業所得目標＊1
	万円/年

	経営内容＊1
	作目： 　　　　         a
作目：  　　　          a
（その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	 


３　将来の就農ビジョン（生産物の販売方法などを記載）＊2
	


４　計画を達成するための研修＊３
①研修内容等          
	名　称
	
	所  在  地
	

	専　攻　・
営 農 部 門
	
	研修期間
	年　 月　 日　～　 年 　月 　日

	


②交付期間（準備型）
	年　　月　　日　～　　年　　月　　日


　５　その他
	　常勤の雇用契約の締結
	□　締結している
□　締結していない

	生活費の確保を目的とした国の他の事業による給付（例：生活保護制度、雇用保険制度（失業手当）等）
	□　給付されている
□　給付されていない

	青年新規就農者ネットワーク（一農ネット）への加入
	□　加入している

□　加入していない

	世帯全体の所得*4
	万円


添付書類 
別添１：受講する研修のカリキュラム及び受講が認められていることを証する書類
別添２：誓約書 
別添３：履歴書
別添４：暴力団等に係る誓約書
別添５：確約書（研修終了後、親元就農する予定の場合）
別添６：離職票の原本または雇用保険受給者資格者証（提示が可能な場合）
別添７：一農ネット（登録画面）
別添８：前年の世帯全員の所得を証明する書類（源泉徴収票、所得証明書等）
＊１　就農５年後の目標を記入する（雇用就農又は親元就農の場合は記入不要。）
＊２   第２の２の（３）の場合は、ア及びイについて記載する。
＊３　研修先が複数の場合は記入欄を追加して記入する。
＊４　 「世帯」とは、本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父母が該当。

　　　　｢所得｣とは、地方税法第２９２条第一項第１３号に定める｢合計所得金額｣。
別添２
平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：
　　　　　　　　[申請者]
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名：     　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　年　　　月　　　日：　　　歳）
誓　　約　　書
  私は、農業人材力強化総合支援事業実施要綱及び大分県農業次世代人材投資事業実施要領の規定を遵守し、独立・自営就農、雇用就農又は親元就農するため、研修に励むことを誓約します。
なお、実施要綱の規定により、当該資金の交付を停止され、一部又は全部を返還することについて異議はありません。その際には、既に交付を受けた資金の一部又は全部を返還することを連帯保証人の署名、捺印を添えて誓約します。
　　　　　　　　連帯保証人　　住所
　
ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　（続柄）　　　　
連絡先（自宅）　　　　　　　（携帯）

連帯保証人　　住所

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　　（続柄）
連絡先（自宅）　　　　　　　（携帯）

（連帯保証人氏名は自署し、実印を押印・印鑑証明書を添付すること。）

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◆農業次世代人材投資制度とは
　○農業技術を習得するための研修期間中、最長2年間、最大150万円/年を交付する制度です。
海外研修を行う者については、交付期間を最長3年間交付します。
　○次の場合は返還が必要です。
①適切な研修を行っていない場合。
②研修終了後、1年以内に、原則50歳未満で就農しなかった場合。
③交付期間の1.5倍（最低2年間）の期間、独立・自営就農又は雇用就農又は親元への就農を継続し
なかった場合。海外研修を実施した者については５年間。
④親元就農者について、就農後5年以内に経営継承しなかった場合又は農業法人の共同経営者になら
なかった場合。

　　⑤独立･自営就農したものが就農後5年以内に農業経営改善計画又は青年等就農計画の認定を受けなかった場合
◆連帯保証人は
○当該研修生に対する農業次世代人材投資資金の年間交付額を超える返済能力があること。
○連帯保証人は2名必要です。申請時の年齢が70歳未満。

○夫婦それぞれで資金を申請する場合は、連帯保証人2名の内1名は同一でないこととします。

○連帯保証人の内1名は交付申請者と生計を一にするものではないこと。
別添３
履　　歴　　書
１．氏名等
	(ふりがな)
	

	住　所

	〒□□□－□□□□


	(ふりがな)
	

	　
連絡先
	〒□□□－□□□□


	(ふりがな)
	
	生  年  月  日
	年 齢
	性別
	電  話  番  号

	氏　　名
	　　　　　 印
	昭和　
平成　 年　 月　日
	   歳
	1.男
2.女
	

	２．家族構成

	　氏　　名
	続 柄
	生　年　月　日
	住　　　所　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※世帯全員の住民票を添付　
(注)「世帯」とは、本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父母が該当。
３．学歴等
	履
歴

	年
	月
	学歴・職歴(各別に記入)
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	年
	月
	免許・資格
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


別添４
暴 力 団 等 に 係 る 誓 約 書
私は、下記の事項について誓約します。
なお、県が必要な場合には、下記について大分県警察本部に照会することについて承諾します。
また、照会で確認された情報は、今後、私が大分県と行う他の契約等における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２） 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３） 暴力団員が役員となっている事業者
（４） 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５） 暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結している者
（６） 暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７） 暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人では　ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　公益社団法人大分県農業農村振興公社理事長　殿
　　　　申請者　住　　所
　　　　　　　 （ふりがな）   　
　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　生年月日　　　（昭和・平成）　　年　　月　　日
性　　別　　　（ 男 ・ 女 ）
※  県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴力団員等でない旨　　の誓約をお願いしています。
別添５
確　　約　　書

平成　　年　　月　　日

公益社団法人大分県農業農村振興公社理事長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所：

　　　　　　　　　　　　　　［申請者］　氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（生年月日：　　　　年　　　月　　　日：　　　歳）

私は、研修終了後に親元就農する予定であるため、農業人材力強化総合支援事業実施要綱の規定に基づき、下記の事項を実施することを確約します。

なお、同要綱の規定が遵守できなかった場合は、当該資金を全額返還いたします。

記
１　就農に当たって家族経営協定等を締結し、私の責任や役割を明確にすること

２　就農後５年以内に、当該農業経営を継承（自らが経営主になる）する又は当該農業経営を法人化している場合は法人共同の経営者となる（親族との共同経営者となる場合を含む。）こと。

（親元就農先）

	現在の経営主の氏名

（法人化している場合は法人名も）
	

	現在の経営主の住所
（法人化している場合は所在地も）
	


	　　　　　年　　　　　月


（当該農業経営を継承する又は当該法人の共同経営者となる予定の時期）

上記の確約書に同意します。

（親元就農先）

氏名（自署）：　　　　　　　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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